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「ＧＩＧＡスクール構想の下での校務の情報化の在り方に関する専門家会議」 

の設置について 

 
令 和 ３ 年 １ ２ 月 ３ 日 
初 等 中 等 教 育 局 長 決 定 

 
１．趣旨 

GIGA スクール構想において整備された児童生徒の１人１台端末や学習系ネットワーク、
別途導入したアプリケーション等を活用した教職員間の連絡、保護者との出欠席等の連
絡など、学校の校務においても多様なツールを活用した情報化が進み、教育委員会や学校
等において教職員の校務や保護者負担の軽減を図る取組が進んできている。 
教職員の校務の軽減を目的として導入されている校務支援システムは、通知表や調査

票の作成、健康診断結果の管理等の機能を有している。特に統合型校務支援システムはよ
り校務の削減に資するとして、文部科学省としても導入の促進を図ってきている。他方、

現状の校務支援システムは、インターネットとつながっていない自治体が半数程度ある
こと、多くの自治体で学習系データと連携していないことや自宅から利用できないこと
等の課題がある。 
また、校務系ネットワークについても、現状は学習系や行政系のネットワークと分離し

ているケースが多いが、「教育情報セキュリティポリシーに関するガイドライン（令和３
年５月改訂）」において、今後クラウドサービスの利活用を前提とし、ネットワーク分離
を必要としない認証によるアクセス制御を前提とした目指すべき構成を明確化しており、
校務系と学習系等とのデータ連携が進み、クラウドサービスの利活用について段階的に
進んでいくと考えられる。 
 このような状況を踏まえ、GIGAスクール構想が進展し、１人１台端末の活用が進む
中、学校における働き方改革をより進めるための校務の情報化の在り方や、校務系シス
テムのデータと他のシステムとの連携の可能性等について、今後の方向性を示すことを
目的として、「GIGAスクール構想の下での校務の情報化の在り方に関する専門家会議」

（以下、「専門家会議」）を設置する。 
  
２．検討事項 

（１）GIGAスクール構想が進展する中で、学校における働き方改革をより進めるための
校務の情報化の在り方 

（２）校務系システムのデータの他システムとの連携の可能性 
（３）その他 

 
３．実施方法 

（１）別紙の者の協力を得て検討を行う。 
（２）専門家会議に座長を置き、事務局が委嘱する。 
（３）必要に応じ別紙以外の者にも協力を求めるほか、関係者の意見等を聴くことがで

きるものとする。 
 

４．設置期間 
令和３年１２月２３日 ～ 令和５年３月３１日（予定） 
 

５．その他  
（１）専門家会議に関する庶務は、関係局課の協力を得て、初等中等教育局学校デジタ

ル化 PTにおいて処理する。 
（２）その他会議の運営に関する事項は、必要に応じ会議に諮って定める。  
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（別紙） 
 

「ＧＩＧＡスクール構想の下での校務の情報化の在り方に関する専門家会議」 
 
 
【委員】 
 

石井 一二三  八戸市教育委員会総合教育センター主任指導主事 
 
石田 奈緒子  株式会社東京個別指導学院渉外部部長 

経団連教育・大学改革推進委員会企画部会委員 
 
井上 義裕   株式会社ＪＭＣ 

ＡＰＰＬＩＣテクニカルアドバイザー 
 
今井 亜湖   岐阜大学教育学部准教授 
 
清野 正    足立区立東綾瀬中学校校長 
        全日本中学校長会総務副部長 
 
小﨑 誠二   奈良教育大学教職大学院准教授 
 
執行 純子   大田区立入新井第一小学校校長 
        全国連合小学校長会調査研究部教育課題委員会委員長 
 
妹尾 昌俊   教育研究家、合同会社ライフ＆ワーク代表 

学校改善アドバイザー 
 
髙橋 邦夫   合同会社ＫＵコンサルティング代表社員 
 
高橋 純    東京学芸大学教育学部准教授 
 
鶴田 浩一   長崎県教育庁義務教育課義務教育班係長 
         
中村 めぐみ  つくば市教育委員会指導主事 
 
中村 義和   一般社団法人ＩＣＴ ＣＯＮＮＥＣＴ 21常務理事・事務局長 
 
福原 利信   東京都立田園調布高等学校校長 
        全国高等学校長協会 
 
藤村 裕一   鳴門教育大学大学院学校教育研究科教授 

遠隔教育プログラム推進室長 
         
堀田 龍也   東北大学大学院情報科学研究科教授 

   東京学芸大学大学院教育学研究科教授 
 
水谷 年孝   春日井市立高森台中学校校長 
 
山口 伸一郎  埼玉県立大宮北特別支援学校校長 
        全国特別支援学校長会事務局次長 
 
渡部 理枝   世田谷区教育委員会教育長 
 

 
（計１９名、５０音順、敬称略。令和３年１２月時点） 
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【オブザーバー】 
 

デジタル庁国民向けサービスグループ 
 
文部科学省総合教育政策局教育ＤＸ推進室 

 
文部科学省初等中等教育局財務課 
 
文部科学省初等中等教育局特別支援教育課 
 
 

 


